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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動子を用いて回転角速度を測定する方法であって、
　前記振動子が、複数の駆動振動片、第一および第二の検出振動片、前記各駆動振動片に
設けられた質量調整膜、および前記各検出振動片に設けられた検出電極を備えており、
　前記振動子に駆動振動を励振し、前記回転角速度に応じて前記振動子に励振される検出
振動に基づく第一および第二の出力信号を前記検出電極から出力し、前記駆動振動の周波
数と前記出力信号の周波数とを対比し、前記第一の検出振動アームからの前記第一の出力
信号の大きさと前記第二の検出振動アームからの前記第二の出力信号の大きさとを対比し
、前記第一の検出振動アームからの前記第一の出力信号の位相と前記第二の検出振動アー
ムからの前記第二の出力信号の位相とを対比し、前記周波数、前記出力信号の大きさおよ
び前記出力信号の位相の対比に基づいて前記各質量調整膜の質量を調整することを特徴と
する、回転角速度の測定方法。
【請求項２】
　前記駆動振動片および前記検出振動片が所定平面に沿って屈曲振動することを特徴とす
る、請求項１記載の方法。
【請求項３】
　前記振動子がエッチング法によって形成されていることを特徴とする、請求項１または
２記載の方法。
【請求項４】
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振動子を用いて回転角速度を測定する装置であって、
　前記振動子が、複数の駆動振動片、第一および第二の検出振動片、前記各駆動振動片に
設けられた質量調整膜、および前記各検出振動片に設けられた検出電極を備えており、
　前記振動子に駆動振動を励振し、前記回転角速度に応じて前記振動子に励振される検出
振動に基づく第一および第二の出力信号を前記検出電極から出力し、前記駆動振動の周波
数と前記出力信号の周波数とを対比し、前記第一の検出振動アームからの前記第一の出力
信号の大きさと前記第二の検出振動アームからの前記第二の出力信号の大きさとを対比し
、前記第一の検出振動アームからの前記第一の出力信号の位相と前記第二の検出振動アー
ムからの前記第二の出力信号の位相とを対比し、前記周波数、前記出力信号の大きさおよ
び前記出力信号の位相の対比に基づいて前記各質量調整膜の質量を調整することを特徴と
する、回転角速度の測定装置。
【請求項５】
　前記駆動振動片および前記検出振動片が所定平面に沿って屈曲振動することを特徴とす
る、請求項４記載の装置。
【請求項６】
　前記振動子がエッチング法によって形成されていることを特徴とする、請求項４または
５記載の装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、物理量測定方法および装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
車載用途においては、振動型ジャイロスコープの使用温度範囲がきわめて広く、例えば、
－４０℃－＋８５℃の温度範囲において安定に動作することが要求される。そして、室温
において、一対の屈曲振動片の共振周波数を一定値に調節していても、周囲温度が高温や
低温に大きく変化したときには、共振周波数の変動やバラツキが大きくなることがある。
この結果、いわゆるゼロ点温度ドリフトが発生する。
【０００３】
本出願人は、特許文献１において、屈曲振動片の両側面の付け根にそれぞれテーパー部を
設けることによって、ゼロ点温度ドリフトを抑制することを開示した。
【特許文献１】特開2000-107725号公報
【発明の開示】
【０００４】
しかし、本発明者が更に検討を進めると、振動子の材質などによっては新たな問題点があ
ることが判明してきた。即ち、特許文献１に記載されているように、屈曲振動片の両側面
の付け根にそれぞれテーパー部を設け、これらのテーパー部の形状をほぼ同じにすること
によって、屈曲振動片の振動モードの対称性が高まり、ゼロ点温度ドリフトは減少するも
のと考えられる。しかし、製造された振動子ごとにゼロ点温度ドリフトを測定すると、各
振動子ごとに、ゼロ点温度ドリフトの値にバラツキが発生することがあった。そして、個
々の振動子ごとのゼロ点温度ドリフトのバラツキが大きくなり、結果的に不良品の割合が
増大することがあった。
【０００５】
なぜなら、振動子のゼロ点温度ドリフトをゼロにすることはできなくとも、ゼロ点温度ド
リフトが一定値であれば、振動型ジャイロスコープの検出回路に温度ドリフトの補正回路
を組み込むことによって、ゼロ点温度ドリフトを相殺することが可能である。しかし、製
造されたこの振動子のゼロ点温度ドリフトのバラツキが大きくなると、ある振動子におい
て補正回路によってゼロ点温度ドリフトを相殺できたとしても、他の振動子においてはゼ
ロ点温度ドリフトを相殺できず、その振動型ジャイロスコープの動作が不良になってしま
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う。
【０００６】
本出願人は、特許文献２において、前記の動作不良の主原因が、振動子を作製する際の、
振動子用のウエハの表面上のマスクと裏面上のマスクとのアライメントずれにあることを
見いだした。この結果、目的とする振動子平面内の屈曲振動だけでなく、振動子平面に対
して垂直なＺ軸方向の不要な振動が励起されてしまう。この不要なＺ軸方向の振動が検出
側の屈曲振動アームにも発生し、検出信号中のノイズの原因となっていた。
　特許文献２においては、これを防止するために、各屈曲振動アームの横断面を細長い特
定形状とすることを開示したが、この方法ではウエハの厚さが大きく制約されてしまう。
【特許文献２】特願２００２－６８８６２号
【０００７】
本発明の課題は、振動子を用いて物理量を測定するのに際して、実際に製造された振動子
の形状のアンバランスに基づくノイズおよび温度ドリフトを低減することである。
【０００８】
　本発明は、振動子を用いて回転角速度を測定する方法であって、
　振動子が、複数の駆動振動片、第一および第二の検出振動片、各駆動振動片に設けられ
た質量調整膜、および各検出振動片に設けられた検出電極を備えており、
　振動子に駆動振動を励振し、回転角速度に応じて振動子に励振される検出振動に基づく
第一および第二の出力信号を検出電極から出力し、駆動振動の周波数と出力信号の周波数
とを対比し、第一の検出振動アームからの第一の出力信号の大きさと第二の検出振動アー
ムからの第二の出力信号の大きさとを対比し、第一の検出振動アームからの第一の出力信
号の位相と第二の検出振動アームからの第二の出力信号の位相とを対比し、前記周波数、
前記出力信号の大きさおよび前記出力信号の位相の対比に基づいて各質量調整膜の質量を
調整することを特徴とする。
 
【０００９】
本発明によれば、振動子に駆動振動を励振したときに、物理量に応じて振動子に励振され
る検出振動に基づく出力信号が、複数の検出手段から出力される。各検出手段からの各出
力信号の対比に基づいて、各質量調整膜の質量を調整する。この結果、各駆動振動片の相
対的な質量比率が変化するので、駆動振動モードの形態が少し変化し、検出振動の形態も
少し変化する。この際、検出手段からの出力信号のノイズが縮小するように各質量調整膜
の質量を調整することが可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
最初に、図１を参照しつつ、本実施形態の振動子１４の形状および動作について説明する
。振動子１４は、基部１、一対の駆動振動系３０Ａ、３０Ｂおよび一対の検出振動系３１
Ａ、３１Ｂを備えている。本例の基部１は、振動子の重心ＧＯ（振動子が振動していない
ときの重心）を中心として四回対称の略正方形をなしている。各駆動振動系３０Ａ、３０
Ｂ、各検出振動系３１Ａ、３１Ｂは、それぞれ、基部１の周縁部１ａの各辺から突出して
いる。
【００１１】
各駆動振動系３０Ａ、３０Ｂは、それぞれ、基部１の周縁部１ａから径方向に突出する細
長い支持部１５Ａ、１５Ｂと、支持部１５Ａ、１５Ｂの長手方向に直交する方向に向かっ
て延びる各一対の駆動振動片１６Ａ、１６Ｂ、１６Ｃ、１６Ｄとを備えている。本例では
、各駆動振動片の先端に幅広の重量部ないしハンマーヘッド１７Ａ、１７Ｂ、１７Ｃ、１
７Ｄが設けられており、各重量部内に貫通孔１２が設けられている。
【００１２】
各検出振動系３１Ａ、３１Ｂは、それぞれ、基部１の周縁部１ａから径方向に突出して延
びる細長い検出振動片２０からなっている。各検出振動片２０の先端にはそれぞれ幅広の
重量部ないしハンマーヘッド１８Ａ、１８Ｂが設けられており、各重量部内に貫通孔１３
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が設けられている。
【００１３】
次に振動子１４の動作について述べる。後述の駆動電極を使用し、駆動振動片１６Ａと１
６Ｂとを同位相で矢印Ａのように共振させ、駆動振動片１６Ｃと１６Ｄとを同位相で矢印
Ａのように共振させる。屈曲振動片１６Ａ－１６Ｄの駆動振動の全体の重心が、振動子の
重心ＧＯ上か、またはその近傍に位置するようにする。
【００１４】
この状態で、振動子１４を所定面（Ｘ－Ｙ面）内でωのように回転させると、回転中にコ
リオリ力が振動子１４に作用する結果、各支持部１５Ａ、１５Ｂは、矢印Ｂのように、そ
の基部への付け根１５ａを中心として屈曲振動する。この際、支持部１５Ａと１５Ｂとの
各屈曲振動の位相は、重心ＧＯを中心として周方向に見たときに反対向きになる。これに
対応して、各検出振動片２０は、矢印Ｃに示すように、その基部１への付け根を中心とし
て屈曲振動する。各検出振動片２０が屈曲振動すると、後述の検出電極に信号電圧が発生
するので、この信号電圧から回転角速度を算出する。
【００１５】
図２は、基部１内の電極パターンを示す平面図である。図３は、振動子表面上の電極パタ
ーンの一部を図示する平面図であり、図４は、振動子表面上の全電極パターンを図示する
平面図である。
【００１６】
各駆動振動片１６Ａ、１６Ｂの表面（および図示しない裏面）には、それぞれ駆動側接地
電極２２が形成されており、側面には駆動側信号電極１０が形成されている。各駆動振動
片１６Ｃ、１６Ｄの表面（および図示しない裏面）には、それぞれ駆動側信号電極１１が
形成されており、側面には駆動側接地電極３２が形成されている。駆動側信号電極１０、
１１と駆動側接地電極２２、３２との間に交流電圧を印加することによって、各駆動振動
片をＸ－Ｙ面内で屈曲振動させることができる。
【００１７】
各検出振動片２０の表面（および図示しない裏面）上には、それぞれ検出側信号電極８が
形成されており、側面にはそれぞれ検出側接地電極９が形成されている。そして、各検出
振動片がＸ－Ｙ面内で屈曲振動すると、検出側信号電極８と検出側接地電極９との間で交
流の信号電圧が発生する。
【００１８】
特に図２に拡大して示すように、基部１の表面上には、駆動側信号パッド２Ｂ、駆動側接
地パッド３Ｂ、２つの検出側信号パッド４Ｃ、４Ｄおよび検出側接地パッド５Ｃ、５Ｄが
形成されている。各駆動側信号電極１１および１０は配線３８を介して、基部１上の駆動
側信号パッド２Ｂに接続されている。各駆動側接地電極２２および３２は、配線２１を介
して基部１上の検出側接地パッド３Ｂに接続されている。本例では、駆動側接地パッド３
Ｂは、一対の配線６Ａ、６Ｂに接続されており、配線６Ａ、６Ｂは、駆動側信号パッド２
Ｂを包囲し、基部１のエッジ上の配線６Ｃ、６Ｄに接続されている。ここで、配線６Ｃ、
６Ｄは基部１の表面上に形成されており、各配線６Ａ、６Ｄは、支持部１５Ｂの側面上の
配線７および表面上の接地配線２３Ａ、２３Ｂに連続している。
【００１９】
各検出側信号パッド４Ｃ、４Ｄは、それぞれ、各検出側信号電極８に接続されている。各
検出側接地パッド５Ｃ、５Ｄは、それぞれ、検出振動片の側面上の検出側接地電極９に接
続されている。
【００２０】
本例では、駆動側信号パッド２Ｂと駆動側接地パッド３Ｂとを結ぶ直線Ｘに対して、複数
の検出側信号パッド４Ｃ、４Ｄが互いに線対称の位置に配置されている。この結果、駆動
側信号パッドと各検出側信号パッド４Ｃ、４Ｄとの静電結合を近づけ、相殺することがで
きる。また、本例では、直線Ｘに対して、複数の検出側接地パッド５Ｃ、５Ｄが互いに線
対称の位置に配置されている。
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【００２１】
各駆動振動片の各重量部１７Ａ、１７Ｂ、１７Ｃ、１７Ｄ上には、それぞれ質量調整膜Ｄ
１、Ｄ２、Ｄ３、Ｄ４が形成されている。
【００２２】
ここで、各駆動振動片１６Ａ、１６Ｂ、１６Ｃ、１６Ｄの質量がアンバランスになると、
駆動振動の周波数を調整した後に、例えば図６（駆動振動モード）に示すような変位の分
布が得られる。図６においては、変位が大きいほど明度が低くなっている。図６の例では
、基部１内に、変位量の大きな（明度の低い）領域が斜めに伸びている。このような駆動
振動に基づく検出振動においては、各検出振動片にＺ方向（紙面垂直方向）の変位が発生
し、ノイズとなる。これに対して、各駆動振動片の質量がバランスすると、図７に示すよ
うに、基部１内において、変位量が左右ほぼ対照となる。
【００２３】
ここで、例えば図６に示すようなアンバランスが生ずると、このアンバランスは検出信号
のアンバランスとして現れる。従って、複数の検出手段からの出力信号を対比し、その差
をモニターし、差が所定値に接近するように、質量調整膜Ｄ１～Ｄ４の質量調整を行う。
この調整方法の一例を表１に示す。
【００２４】
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【表１】

【００２５】
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例えば図５に示す回路から、駆動側信号パッド２Ｂと駆動側接地パッド３Ｂへと電圧信号
を印加し、各駆動振動片を励振し、駆動振動モードの振動を出力信号に生じさせる。そし
て、検出側信号パッド４Ｃ、４Ｄの各検出側接地パッド５Ｃ、５Ｄに対する各電位を出力
信号Ｐ１、Ｐ２とする。
【００２６】
そして，例えば検出周波数が駆動周波数より大きく、スプリアス周波数が駆動周波数より
大きい場合に、出力信号Ｐ１がＰ２より大きくなり、Ｐ１の位相が正の場合には、質量調
整膜Ｄ２の質量を除去する加工を行う。これによって駆動振動片の質量が減り、駆動振動
のアンバランスが低減される。検出周波数が駆動周波数より大きく、スプリアス周波数が
駆動周波数より大きい場合に、出力信号Ｐ１がＰ２より大きくなり、Ｐ１の位相が負の場
合には、質量調整膜Ｄ４の質量を除去する加工を行う。検出周波数が駆動周波数より大き
く、スプリアス周波数が駆動周波数より大きい場合に、出力信号Ｐ１がＰ２より小さくな
り、Ｐ１の位相が正の場合には、質量調整膜Ｄ１の質量を除去する加工を行う。検出周波
数が駆動周波数より大きく、スプリアス周波数が駆動周波数より大きい場合に、出力信号
Ｐ１がＰ２より小さくなり、Ｐ２の位相が負の場合には、質量調整膜Ｄ３の質量を除去す
る加工を行う。その他の場合にも、表１に示すようにして、除去加工するべき質量調整膜
を選定する。
【００２７】
質量調整膜の材質は、金属膜と金属酸化物膜とが特に好ましい。金属膜と金属酸化物膜と
の場合には、経時変化によるドリフトが生じにい点で有利である。質量調整膜を構成する
金属膜としては、金膜、金とクロムとの多層膜、金とチタンとの多層膜、銀膜、銀とクロ
ムとの多層膜、銀とチタンとの多層膜、鉛膜、白金膜が好ましい。金属酸化物としては、
ＴｉＯ２が好ましい。特に金膜を採用することによって、金の比重が大きいことから、振
動に対する制御性能が高くなり、かつ質量調整膜の特性が経時変化しにくい。ただし、金
膜と酸化物単結晶、例えば水晶とは密着性が低いので、金膜と振動アーム、特に水晶アー
ムとの間には、下地層、例えば少なくともクロム層またはチタン層を介在させることが好
ましい。
【００２８】
質量調整膜を製造する方法としては、真空蒸着法、スパッタリング法、電解メッキ法、無
電解メッキ法等の公知の方法を採用できる。
【００２９】
質量調整膜を振動体に形成した後に、質量調整膜に対してレーザー光を照射することによ
って、あるいは逆スパッタリングによって、質量調整膜からその材質の一部を除去できる
。
【００３０】
振動子の材質は特に限定するものでないが、水晶、ＬｉＮｂＯ３、ＬｉＴａＯ3、ニオブ
酸リチウム－タンタル酸リチウム固溶体（Ｌｉ（Ｎｂ，Ｔａ）Ｏ3）単結晶、ホウ酸リチ
ウム単結晶、ランガサイト単結晶等からなる圧電単結晶を使用することが好ましい。
【００３１】
配線、各電極、各パッドは、導電性膜によって構成することができる。こうした導電性膜
としては、金膜、金とクロムとの多層膜、金とチタンとの多層膜、銀膜、銀とクロムとの
多層膜、銀とチタンとの多層膜、鉛膜、白金膜等の金属膜、ＴｉＯ２等の金属酸化物膜が
好ましい。金膜と酸化物単結晶、例えば水晶とは密着性が低いので、金膜と振動アーム、
特に水晶アームとの間には、下地層、例えば少なくともクロム層またはチタン層を介在さ
せることが好ましい。
【００３２】
配線、各電極、各パッドを製造する方法としては、真空蒸着法、スパッタリング法、電解
メッキ法、無電解メッキ法等の公知の方法を採用できる。
【００３３】
　本発明において測定されるべき物理量は、回転角速度である。
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【００３４】
本発明は、いわゆる横置き型の振動型ジャイロスコープに対して、特に好適に適用できる
。横置き型の振動型ジャイロスコープにおいては、振動子が、回転軸に対して略水平な所
定面内に延びている。この場合に特に好ましくは、駆動振動アームと検出振動アームとの
両方が、所定面に沿って屈曲振動する。図１～図４はこの実施形態に係る。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の一実施形態に係る振動子１４を示す平面図である。
【図２】振動子１４の基部１における電極パッドパターンを示す平面図である。
【図３】振動子１４の表面上の電極配線パターンの一部を示す平面図である。
【図４】振動子１４上の電極配線パターンを示す平面図である。
【図５】駆動および検出電極パッドの配線関係を示す模式図である。
【図６】振動子１４における駆動振動モードの振動時の変位分布を示す図であり、変位に
アンバランスが見られる。
【図７】振動子１４における駆動振動モードの振動時の変位分布を示す図であり、図６に
見られるアンバランスが調整されている。
【符号の説明】
【００３６】
１　基部　　　　１４　振動子　　　　２Ｂ　駆動側信号パッド　　　　３Ｂ　駆動側接
地パッド　　　　４Ｃ、４Ｄ　検出側信号パッド　　　　５Ｃ、５Ｄ　検出側接地パッド
　　　　８　検出側信号電極　　　　９　検出側接地電極　　　　　１０、１１　駆動側
信号電極　　　　１５Ａ、１５Ｂ　支持部　　　　１６Ａ、１６Ｂ、１６Ｃ、１６Ｄ　駆
動振動片　　　　１７Ａ、１７Ｂ、１７Ｃ、１７Ｄ　重量部ないしハンマーヘッド　　　
　２０　検出振動片　　　　２２、３２　駆動側接地電極　　　　３０Ａ、３０Ｂ　駆動
振動系　　　　３１Ａ、３１Ｂ　検出振動系　　　　３２　駆動側接地電極　　　　Ｄ１
、Ｄ２、Ｄ３、Ｄ４　質量調整膜　　　　Ｐ１、Ｐ２　検出電極からの出力信号
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